
【件名】 
中中小小企企業業者者向向けけ省省エエネネ促促進進税税制制  ～～法法人人事事業業税税・・個個人人事事業業税税のの減減免免～～  

【内容】 

東京都では、中小企業者が地球温暖化対策の一環として行う省エネルギー設備等の取

得を税制面から支援するため、都内の中小規模事業所等において、特定の省エネルギー

設備等を取得した場合に、法人事業税・個人事業税を減免しています。 

【掲載例】 

 

 
 
 

東京都では、中小企業者が地球温暖化対策の一環として行う省エネルギー設備等の取得を税制面

から支援するため、都内の中小規模事業所等において、特定の省エネルギー設備等を取得した場合

に、法人事業税・個人事業税を減免しています。 

【中小企業者向け省エネ促進税制の概要】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

対 象 者 
「地球温暖化対策報告書」等を提出した中小企業者 

・資本金１億円以下の法人等、個人事業者が該当します。 

対象設備 

次の要件を満たすもの 

①特定地球温暖化対策事業所等以外の事業所において取得されたもの 

 ・特定地球温暖化対策事業所等とは、３年連続消費エネルギー量 1,500kl 以上の事業所をいいます。 

②「省エネルギー設備及び再生可能エネルギー設備」（減価償却資産）で、東京都が導入推奨機器として

指定したもの＊（指定された導入推奨機器は、東京都のホームページで公表しています。） 

＊空調設備（エアコンディショナー、ガスヒートポンプ式冷暖房機） 

＊照明設備（ＬＥＤ照明器具、ＬＥＤ誘導灯器具） 

＊小型ボイラー設備（小型ボイラー類） 

＊再生可能エネルギー設備（太陽光発電システム、太陽熱利用システム） 

減 免 額 

設備の取得価額（上限 2,000 万円）の２分の１を、取得事業年度の法人事業税額又は取得年の所得に対

して翌年度に課税される個人事業税額から減免 

ただし、当期事業税額の２分の１が限度 

※減免しきれなかった額は、（法人）翌事業年度等、（個人）翌年度の事業税額から減免可 

対象期間 
（法人）令和 13 年３月 30 日までに終了する各事業年度に設備を取得し、事業の用に供した場合に適用 

（個人）令和 12 年 12 月 31 日までに設備を取得し、事業の用に供した場合に適用 

減免手続 

減免を受けるためには、事業税の納期限（申告書の提出期限の延長承認を受けている法人の場合は、その

延長された日）までに、減免申請書及び必要書類を提出してください。 

なお、申請期限を過ぎますと減免を受けることができませんのでご注意ください。 

法人事業税・個人事業税の減免 

【お問合せ先】 

 ●中小企業者向け省エネ促進税制に関すること 

  ・所管の都税事務所又は支庁の法人事業税・個人事業税担当 

  ・主税局課税部法人課税指導課 （法人事業税班） 03-5388-2963 

  ・主税局課税部課税指導課   （個人事業税班） 03-5388-2969 

 ●地球温暖化対策報告書制度・導入推奨機器に関すること 

  ・地球温暖化対策報告書制度 受付窓口 03-5388-3433 

  ・導入推奨機器            03-5990-5087 

◆◆詳詳ししくくはは東東京京都都主主税税局局ホホーームムペペーージジ内内「「環環境境にに関関すするる軽軽減減制制度度ににつついいてて」」ををごご覧覧くくだだささいい！！  

  詳しい案内やＱ＆Ａも掲載しています。 検索 
 

 

主税局 環境減税 

 
 
 

東京都では、中小企業者が地球温暖化対策の一環として行う省エネルギー設備等の取得を税制面か

ら支援するため、都内の中小規模事業所等において、特定の省エネルギー設備等を取得した場合に、
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【中小企業者向け省エネ促進税制の概要】

 
 
 
 
 
 
 
 

対 象 者
「地球温暖化対策報告書」等を提出した中小企業者

・資本金１億円以下の法人等、個人事業者が該当します。

対象設備

次の要件を満たすもの

①特定地球温暖化対策事業所等以外の事業所において取得されたもの

・特定地球温暖化対策事業所等とは、３年連続消費エネルギー量 以上の事業所をいいます。

②「省エネルギー設備及び再生可能エネルギー設備」（減価償却資産）で、東京都が導入推奨機器として

指定したもの＊（指定された導入推奨機器は、東京都のホームページで公表しています。）

＊空調設備（エアコンディショナー、ガスヒートポンプ式冷暖房機）

＊照明設備（ＬＥＤ照明器具、ＬＥＤ誘導灯器具）

＊小型ボイラー設備（小型ボイラー類）

＊再生可能エネルギー設備（太陽光発電システム、太陽熱利用システム）

減 免 額

設備の取得価額（上限 万円）の２分の１を、取得事業年度の法人事業税額又は取得年の所得に

対して翌年度に課税される個人事業税額から減免

ただし、当期事業税額の２分の１が限度

※減免しきれなかった額は、（法人）翌事業年度等、（個人）翌年度の事業税額から減免可

対象期間

（法人）令和１３年３月３０日までに終了する各事業年度に設備を取得し、事業の用に供した場合に適

用

（個人）令和１２年１２月３１日までに設備を取得し、事業の用に供した場合に適用

減免手続

減免を受けるためには、事業税の納期限（申告書の提出期限の延長承認を受けている法人の場合は、そ

の延長された日）までに、減免申請書及び必要書類を提出してください。

なお、申請期限を過ぎますと減免を受けることができませんのでご注意ください。

法人事業税・個人事業税の減免

【お問合せ先】

●中小企業者向け省エネ促進税制に関すること

・所管の都税事務所又は支庁の法人事業税・個人事業税担当

・主税局課税部法人課税指導課 （法人事業税班）

・主税局課税部課税指導課 （個人事業税班）

●地球温暖化対策報告書制度・導入推奨機器に関すること

・地球温暖化対策報告書制度 受付窓口

・導入推奨機器

中小企業者向け省エネ促進税制

◆◆詳詳ししくくはは東東京京都都主主税税局局ホホーームムペペーージジ内内「「環環境境にに関関すするる軽軽減減制制度度ににつついいてて」」ををごご覧覧くくだだささいい！！

詳しい案内やＱ＆Ａも掲載しています。検索主税局 環境減税
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――  会員募集中です。（詳細は TEL 3388 － 6896  中野法人会事務局まで）  ――
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